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１．概要（Summary）

ダイヤモンドは優れた物性値を有することから高周波・

高出力デバイスとしての応用が期待されている。ダイヤモ

ンドは基板表面を水素終端化することで 2 次元正孔ガス

(2DHG)をキャリアとした p 型半導体として動作する。我々

は、高品質絶縁膜 Al2O3 を有する 2DHG ダイヤモンド

MOSFETs を作製し、高電圧(30 V  ≤  |VDS|)を印加するこ

とにより pFET として最高の出力電力密度 Pout  =  3.8 

W/mm、飽和速度 1.0×107 cm/s の動作を報告している[1]。

また、面方位により、キャリア密度が異なることが分かって

おり、(111)面,(110)面は(100)面よりもキャリア密度が高く、

シート抵抗が低い[2]。今回、(111)ダイヤモンド基板を用い

た高周波 2DHG ダイヤモンド MOSFETs を作製した。

２．実験（Experimental）

【利用した主な装置】  両面マスクアライナ、電子ビーム

描画装置、アトミックレイヤデポジション(ALD)装置、高周

波測定装置

【実験方法】

(111)ダイヤモンド基板表面に CVD(Chemical  Vapor 

Deposition)法にてアンドープ層をホモエピタキシャル成長

させる。その後、フォトリソグラフィによりソース・ドレイン電

極のパターンを形成、電子ビーム蒸着装置で電極を蒸着。

その後、水素雰囲気中でアニール処理を行い、基板表面

を水素終端化後、アクティブ領域以外を酸素終端化する

ことにより素子分離を行う。絶縁膜として Al2O3 を高温

ALD(Atomic  Layer  Deposition)法にて堆積。その後、電

子ビーム描画装置を用いて、ゲート電極の微細パターン

を形成、最後に、抵抗加熱装置を用いてゲート電極を蒸

着した。

３．結果と考察（Results and Discussion）

Fig. 1にデバイスの概略図を示す。IDS–VDS特性からVGS 

=  −20 V、VDS  =  −40 V において最大ドレイン電流密度

−470 mA/mm、−15 V ≤ VGS ≤ 20 V、VDS = −40 V におい

て相互コンダクタンス 10 mS/mm が得られた。また、高周

波測定により VGS = 20 V、VDS = −30 V において fT = 28 

GHz、fmax = 27 GHz が得られた。出力特性では VGS = 10 

V、VDS = −40 V で Pout = 1.0 W/mmが得られた。

Fig. 1 Schematic of the device.
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